訪問介護における「散歩」　の取扱いについて
介護保険における訪問介護サービスは、原則として居宅において提供されるものであり、通院や日常生活に最低限必要な買い物等、居宅において自立した生活を営む上で日常的に必要なサービスに限り例外的に居宅外の行為として認めていることから、これまで神奈川県及び大和市では「散歩」を目的とした外出は、厚生労働省通知（老計第１０号）の内容に当てはまらず、介護保険による訪問介護サービスには該当しないとの立場に立った指導を行ってきました。
しかし、国会（第１７０回　参議院）の内閣総理大臣答弁書（第９１号）において「訪問介護員による散歩の同行については、適切なケアマネジメントに基づき、自立支援、日常生活活動の向上の観点から、安全性を確保しつつ常時介助できる状態で行うものについては、利用者の自立した生活の支援に資するものと考えられることから、現行制度においても、介護報酬の算定は可能である。」との見解が示されました。
　つきましては、介護保険における「散歩」は、上記要件を満たした場合に認められることとなり、本市としても一律に介護報酬の算定を不可としない取扱いといたします。また、本市では、上記取扱いの留意点を次のとおりまとめましたので、ご参照いただきますようお願いいたします。
　なお、本取扱いは平成21年4月より適用します。
大和市おけるアセスメント等の留意点
本市では、アセスメント等について次の点に留意した上で、サービス担当者会議等を活用し、適切なケアマネジメントが行われた場合に限り、散歩介助が算定可能であると考えます。
１．単に趣味嗜好により行う散歩でない
⇒「閉じこもりの改善」「認知症の周辺症状の緩和」などの明確な目的がある。
２．①他の介護サービスを受けることが困難、②他のサービスでは目標の達成が困難、③他のサービスの回数を増やすことが困難、などの理由がある
⇒「閉じこもりの改善」等、前記の目的は、通所介護や通所リハビリテーションなどにより、解決できることが多く、サービス利用の優先順位としてまず、それら他の介護サービスの利用を優先（訪問介護の外出介助も含む）する。
３．家族やインフォーマルサービスによる援助が困難である
⇒援助ができる家族や地域の生活支援等があれば、原則として、それらを優先する。
４．利用者の日常生活を維持する上でも必要であり、自立支援・ＡＤＬや意欲の向上の観点から有効である
⇒日常行動範囲の散歩であり、花見やイベントの参加などは介護保険に該当しない。
５．安全の確保の視点から、常時介護できる状態での見守りが必要である
　⇒自ら散歩をする場合で、杖歩行などにより安全が確保できると判断される場合は、該当しない。
６．医療リハビリの一環（歩行訓練等）ではないこと
　　⇒たとえば、運動療法に位置づけられるものであれば医療系の専門的技能を必要とするため、訪問介護として算定することは、不適切となる。
７．散歩介助をケアプランに位置づけた場合、その効果を一定期間ごとに評価し、課題の解決に向けて最善の方法か否かを検討する
　　⇒他のサービスへの移行や家族対応の可能性など、一定期間ごとに検証を行う。
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